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１　目　的

２　予算額　　　７０５億７，８１３万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(1) ともに生きる社会かながわ憲章の理念の普及と津久井やまゆり園再生に向けた取組み 43億5,258万円

ア ともに生きる社会かながわ憲章の理念の普及に向けた取組み

①　ともに生きる社会推進事業費
　　憲章の理念を県民に広く深く浸透させるため、市町村や団体、教育と連携を図り、県内
　各地域のイベントへの参加や学校での普及啓発を行う。また、ポータルサイトでの情報発
　信や障がい者団体とイベント主催者とのマッチングを行うとともに、ＳＮＳを活用した広
　報等を行う。

5,000万円

○　その他　共生社会実現フォーラム開催事業費など11事業 1億7,348万円

イ 津久井やまゆり園再生に向けた取組み

②　津久井やまゆり園及び芹が谷やまゆり園（仮称）新築工事関係費
　　安心・安全に生活できる場所の確保のため、津久井やまゆり園（相模原市緑区千木良）
　及び芹が谷やまゆり園（仮称）（横浜市港南区芹が谷）について、新築工事等を行う。

40億7,019万円

③　津久井やまゆり園利用者の意思決定支援
　　令和３年度中の移転に向け、利用者の望む暮らしを実現するため、意思決定支援専門ア
　ドバイザーの派遣等支援体制を整備し、利用者の意思決定支援を進める。

4,147万円

④　津久井やまゆり園利用者の地域移行支援
　　意思決定支援に基づく津久井やまゆり園利用者の地域生活移行を支援するため、地域移
　行支援従事者の配置に対して補助するとともに、利用者を受け入れるグループホームの施
　設整備や運営面でのバックアップ、基準を超える手厚い職員配置に対して補助する。

1,207万円

⑤　津久井やまゆり園再生地域交流モデル構築事業費
　  津久井やまゆり園の地域交流を推進し、これからの障害者支援施設が目指すべきモデル
　を構築するため、地域課題の分析やワークショップの開催等を行う。

535万円

(2) 　障がい児・者の生活を支えるサービスの充実 653億9,737万円

 ア　障害福祉サービス等の提供に係る体制の整備

一部 ⑥　意思決定支援の普及・定着と相談支援体制の強化
　　意思決定支援の普及・定着のため、新たに保護者向けリーフレットの配布や動画教材の
　作成及び配信等を行うとともに、相談支援体制の強化のため、複数の相談支援専門員を配
　置する相談支援事業所に対して補助する。

1,571万円

一部 ⑦　地域生活移行に向けた支援
　　障がい者の地域生活移行を支援するため、グループホームを対象に、体験利用や手厚い
　職員配置等に対して補助する。また、新たに看護師を活用し、重度障がい者の移動や日中
　活動の支援を行う介護サービス事業者等に対して補助する。

3,465万円

⑧　医療的ケア児に対する支援
　　医療的ケア児を支援するため、医療的ケア児の通学支援を行う市町村（政令市・中核市
　を除く）に補助する。また、保育のため、看護師等の医療的ケア児サポーターの雇用を支
　援する市町村（政令市・中核市を除く）に対して補助する。

1,324万円

⑨　民間障害福祉施設整備費補助
　　障がい者の地域生活の維持、継続を図るとともに、地域生活移行を促進するため、重度
　障がい者にも対応する日中活動の場及び住まいの場を新たに整備する事業者に対して補助
　する。

5,264万円

Ⅰ　障がい児・者が地域で安心して暮らせるしくみづくり

　　福祉先進県かながわの実現に向け、「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念の普及や、利用者
　目線に立った津久井やまゆり園の再生に向けた取組みを行うとともに、障がい児・者の障がい特性
　等に応じて、意思決定支援をはじめ、その生活を支えるサービスの充実を進める。
    また、障がい児・者の社会参加や就労、障がいに対する理解促進に取り組む。

区分

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

⑩　障害者自立支援等給付費
　　障がい児・者が自立した生活を営むことができるよう支援するため、障害者総合支援法
  等に基づき、市町村が支弁する障がい福祉サービス等に要する費用を負担する。

518億8,249万円

⑪　障害者手帳のカード化対応
　　身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳のカード化に対応するため、必
　要なシステムの改修及び対応機器の導入を行う。

490万円

○　その他　障害福祉サービス地域ネットワーク強化事業費など13事業 １億9,192万円

 イ　障害福祉サービス等に従事する者の確保及び質の向上

⑫　障害者地域生活支援事業費
　　相談支援専門員を養成確保するため、相談支援従事者初任者研修及び現任研修を実施す
　るとともに、地域の相談支援体制における中核的役割を果たす主任相談支援専門員の養成
　研修を新たに実施する。

3,290万円

⑬　医療的ケア児等コーディネーター等研修事業費
　　医療的ケアを要する障がい児等の支援人材を養成するため、支援従事者や支援の総合調
　整を担うコーディネーターの養成研修を実施する。

207万円

⑭　障害者虐待防止・権利擁護推進事業費
　　障がい者虐待の未然防止や迅速な対応を図るため、障がい者虐待防止の拠点となる障害
　者権利擁護センターにおいて相談を受けるとともに、虐待防止の研修を行う。

637万円

⑮　喀痰吸引等研修事業費
　　たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員等を養成するため、喀痰吸引等研修や、研修
　の指導に当たる看護職員に対する伝達講習を行う。

849万円

⑯　精神障害者ホームヘルパー研修事業費
　　精神障がい者の居宅介護支援に従事する人材の確保及びサービスの質の向上を図るため
　精神障がい者の特性を理解したホームヘルパーの養成研修及び現任者研修を行う。

226万円

⑰　重度重複障害者等支援看護師養成研修事業費
　　障がい者の医療環境等の充実を図るため、重症心身障害児者施設等の看護師に対する専
　門研修を行うとともに、看護学生や看護師等を対象に、福祉現場における看護に関する普
　及啓発研修を行う。

155万円

○　その他　相談支援従事者等養成・確保推進事業費など２事業 1,205万円

 ウ　地域で生活する障がい児・者を支える社会環境の整備

⑱　重度障害者医療給付事業費補助
　　重度障がい者の健康の保持及び増進を図るため、重度障がい者の医療費助成を行う市町
　村に対して補助する。

49億5,986万円

⑲　障害者地域生活支援事業費補助
　　障がい者の自立した生活を支援するため、ストーマ装具等を支給する日常生活用具給付
　等事業や外出時に付き添い等の支援を行う移動支援事業等の地域生活支援事業を実施する
　市町村に対して補助する。

18億6,822万円

⑳　障害者地域生活支援関連事業費補助
　　地域の実情に応じた障がい者の地域生活支援を推進するため、グループホームの設置及
　び運営に対する補助や地域活動支援センターの事業に対する補助など、市町村（政令市を
　除く）が実施する障がい者の地域生活支援関連事業に対して補助する。

6億2,212万円

㉑　在宅重度障害者等手当支給費
　　障がい者福祉の増進を図るため、在宅の重度障がい者等に対し手当を支給する。

6億  615万円

㉒　心身障害者扶養共済制度実施費
　　障がい者の将来に対する経済的な不安を軽減するため、保護者が死亡した場合などに、
　障がい者に年金を支給する。

4億7,843万円

㉓　医療型短期入所事業所開設促進事業費
　　重症心身障がい児・者等が在宅で安心した生活を送ることができるよう支援するため、
　医療機関や介護老人保健施設による医療型短期入所事業所の開設支援を行う。

536万円

○　その他　障害児施設等措置費など14事業 21億6,623万円

 エ　県立施設の維持運営費等

㉔　県立障害福祉施設維持運営費等
　　県立障害福祉施設等の維持運営等に係る経費

24億2,965万円

区分
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主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(3) 　障がい児・者の社会参加や就労、障がいに対する理解の促進 9億6,090万円

 ア　社会参加や就労に対する支援

一部 ㉕　障がい者等の文化芸術普及支援
　　年齢や障がい等にかかわらず、誰でも文化芸術を鑑賞、創作、発表できる機会を提供す
　るため、すべての人が舞台芸術に参加し楽しめる「共生共創事業」を実施するとともに、
　障がい者の美術作品「ともいきアート」を展示・創作する場の創出等を行う。

9,678万円

㉖　未来型障がい者就労支援等事業費
　　分身ロボットの活用による障がい者等の新たな社会参加・就労支援を実証するため、文
　化芸術公演の遠隔鑑賞や対話の広場への遠隔参加等を行うとともに、県での就労機会を拡
　大する。

1,694万円

㉗　農福連携マッチング等支援事業費
　　障がい者の日中活動の場の充実や農業分野での就労機会の確保及び工賃向上を図るとと
　もに、農業の担い手を確保するため、ＮＰＯ、農業協同組合、市町村等と連携して「農福
　連携かながわモデル」を構築する。

428万円

㉘　聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業費
　　聴覚障がいのある乳幼児の手話言語獲得を支援するため、乳幼児及び保護者を対象に、
　絵本の読み聞かせや手話遊びなど、大人のろう者とふれあう手話交流会等を開催する。

650万円

㉙　盲ろう者支援事業費
　　視覚と聴覚の両方に障がいのある盲ろう者の自立と社会参加を推進するため、盲ろう
　者支援センターを運営し、盲ろう者を対象とする相談及び盲ろう者通訳・介助員の質の
　向上に向けた研修の充実を行う。

981万円

㉚　神奈川県ライトセンター指定管理費
　　視覚障がい者の社会参加を促進するため、点字、録音図書等の貸出しやスポーツ振興事
　業等を行うとともに、視覚障がい者に対するボランティア活動を振興する。

2億9,164万円

㉛　神奈川県聴覚障害者福祉センター指定管理費
　　聴覚障がい者の社会参加を促進するため、字幕入りビデオ等の貸出しや各種情報提供を
　行うとともに、聴覚障がい者に対するボランティア活動を振興する。

1億4,671万円

一部 ㉜　障害者雇用対策費
　　　中小企業における障がい者雇用を促進するため、中小企業を個別訪問し、情報提供や出
　前講座等の支援を実施する｡また､障がい者雇用促進に向けたフォーラムのほか、中小企業
　を対象に障がい者の働く現場見学会や雇用事例の紹介等を行うセミナー、障がい者就労支
　援機関を対象に支援力の向上に関する研修等を実施する。

2,529万円

○　その他　障害者就業・生活支援センター事業費など14事業 3億5,470万円

 イ　障がい及び障がい児・者に対する理解の促進

㉝　障害者理解促進事業費
　　障がい者への差別を解消するため、障がいを理由とする差別の相談を受け付ける相談
　窓口を設置するほか、障がいに対する理解促進に向け、内部障がい等の方を対象とした
　ヘルプマークの普及啓発や企業等における心のバリアフリー推進員の養成等を行う。

821万円

705億7,813万円

　　　　　　福祉子どもみらい局共生社会推進課　　　　　　  課長　一柳　電話 045-285-0736

　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課    　  　　課長　椎野　電話 045-210-4700

      　　　福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課　　　　課長　大澤　電話 045-210-4702

　　　　　　福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課　課長　徳永　電話 045-210-4660

　【㉜】 　 産業労働局労働部          　障害者雇用促進担当課長　和泉　電話 045-210-5860

区分

合 計

備考　(3)の計9億6,066万円のうち、(1)との重複（1億3,273万円）を除いた額は8億2,793万円

　問合せ先

　【⑥、⑧、⑩～⑭、⑯、⑱～㉒、㉙～㉛、㉝】

　【①、㉕美術作品、㉖、㉗】 　 

  【⑧医療的ケア児サポーター】　　　　　　

  【②～⑤、⑦、⑨、⑮、⑰、㉓、㉔】　　　　　　

　【㉘】 　 福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　 　       課長　長島　電話 045-210-4740

　【㉕舞台】国際文化観光局　　　　　　　　 　 マグカル担当課長　赤池　電話 045-285-0760　

新

新

新

新

新
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１　目　的

２　予算額　　１，０３１億１，１１０万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(1)地域包括ケアシステムの深化・推進及び認知症の人にやさしい地域づくり 1億2,195万円

一部
①　地域包括ケア推進事業費
　　地域包括ケアシステムを推進するため、県及び各保健福祉圏域の広域的地域ケア会議
　の開催、在宅医療・介護連携推進事業研修会の開催、市町村の地域ケア会議への専門職
　派遣、地域包括支援センターの職員等に対する研修等を行う。

659万円

②　生活支援コーディネーター養成研修事業費
　　地域における生活支援等サービスの提供体制の整備に向けた取組みを推進するため、
  生活支援コーディネーター等に対し研修を行うとともに、市町村に助言等を行うアドバ
　イザーを派遣する。

736万円

一部 ③　認知症疾患医療センター運営事業費
　　地域における認知症の医療・介護連携を充実するため、認知症疾患医療センターにお
  いて、専門的医療を提供するとともに、新たに日常生活を継続するための支援を行う。

2,598万円

④　若年性認知症対策総合推進事業費
　　若年性認知症の人やその家族等からの相談及び支援に携わるコーディネーターを配置
　し、若年性認知症の特性に配慮した就労継続支援、社会参加支援及び活躍できる居場所
　づくり等を行う。

1,794万円

⑤　認知症対策普及・相談・支援事業費
　　認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援するため、認知
　症コールセンターにおいて、認知症の知識や介護技術の面だけでなく、精神面も含めた
　相談を行う。

1,050万円

一部
⑥　オレンジパートナー活動支援事業費
　　オレンジパートナーをはじめとする認知症サポーターの活動の支援や、市町村におけ
　るステップアップ研修の実施及び研修修了者の活用に対する支援を行うとともに、市町
　村におけるチームオレンジの構成員などに対する会議や研修を行う。

452万円

⑦　認知症医療支援事業費
　　認知症の早期診断・早期対応の体制を強化するため、かかりつけ医等を対象として、
　認知症対応力の向上を図るための研修を行うとともに、かかりつけ医への助言や支援を
　行う認知症サポート医の養成及びフォローアップ研修を行う。

530万円

⑧　認知症医療支援事業費補助
　　認知症の早期診断・早期対応の体制を強化するため、指定都市が実施する認知症サポ
　ート医養成や病院勤務の医療機関従事者向けなどの研修事業に対して補助する。

1,025万円

⑨　認知症地域支援等研修事業費
　　認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援するため、市町
　村が設置する認知症初期集中支援チームのチーム員の養成やフォローアップ、認知症地
　域支援推進員の研修を行う。

571万円

⑩　認知症介護等研修事業費【一部】
　　認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図るため、認知症介護の専門職員を養成
  する研修を行う。

2,400万円

〇　その他　認知症対策総合支援事業費 377万円

Ⅱ　高齢者が安心して、元気に、いきいきと暮らせる社会づくり

　　団塊の世代が後期高齢者になる2025年を見据え、高齢者が自ら参加して、地域で包括的、継続
　的な支え合いを行う地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、介護施設等の整備や介護従事
　者の確保のための事業を実施するとともに、認知症の未病改善を含めた総合的な認知症施策を進
　め、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる体制を整備する。

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(2) 健康・生きがいづくり 1億7,717万円

⑪　介護・認知症未病改善プログラム事業費
　　認知症未病改善のため、県民がコグニサイズに取り組みやすい環境づくりとして、地
　域の実践者が交流する機会を設けるほか、フォローアップ講師を派遣するなど、コグニ
　サイズの更なる普及・定着を推進する。

1,649万円

⑫　老人クラブ活動等推進事業費
　　高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、各種活動を総合的に実施する組織で
　ある老人クラブ及び老人クラブ連合会の活動経費に対して補助する。

4,335万円

⑬　介護予防評価事業費
　　市町村が「介護予防事業」を効果的に実施するため、事業効果の調査分析、評価を行
　うとともに、研修や「通いの場」への専門職派遣のモデル事業を行う。

405万円

⑭　高齢者施設等音楽療法活用事業費
　　高齢者施設等において、心身機能の維持・改善等を目指す音楽活動を効果的に実施す
　るため、大学との協働により、音楽療法の専門家による施設訪問や研修等を行う。

271万円

⑮　ねんりんピックかながわ2021の開催準備及び高齢者スポーツの推進
　　令和３年度に開催する第34回全国健康福祉祭神奈川・横浜・川崎・相模原大会（愛称
  ：ねんりんピックかながわ2021）に向けた準備を着実に進めるとともに、高齢者スポー
  ツの普及・振興、健康づくりを推進する。

1億　406万円

〇　その他　高齢者社会参画・生きがいづくり支援事業費 648万円

(3) 介護保険サービス等の適切な提供とその基盤づくり 1,028億　151万円

ア　介護施設等の整備

⑯　特別養護老人ホーム整備費補助
　　在宅での介護が困難な重度の要介護高齢者に介護を行う特別養護老人ホームの整備費
  用に対して補助する。

5億　 85万円

⑰　介護老人保健施設整備費補助
　　在宅生活への復帰を目指しリハビリテーション等を行う介護老人保健施設の整備費用
　に対して補助する。

1億7,297万円

⑱　地域密着型サービス施設等整備費補助
　　市町村で提供される地域密着型サービスの強化を図るため、小規模多機能型居宅介護
　事業所や認知症高齢者グループホーム等の整備に対して補助する。

19億6,080万円

⑲　高齢者施設改修費補助
　　入所者の自立した生活の支援を図るため、既存施設のユニット化やプライバシー保護
　のための改修、介護医療院等への転換整備費用に対して補助する。

5億1,051万円

⑳　施設開設準備支援事業費補助
　　介護施設等の開設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制整備を支援
　するため、施設の開設準備費用に対して補助する。

17億6,036万円

㉑　定期借地権利用整備促進事業費補助
　　特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、定期借地権を設定した用地確保に要す
　る費用に対して補助する。

2億9,251万円

イ　介護従事者の確保等

㉒　介護人材確保促進事業費
　　「介護フェアinかながわ」を開催し、広く県民に対して介護の仕事の魅力を発信す
　る。また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあげた介護サービス事
　業所を表彰し、更なる取組みへのインセンティブとなる奨励金(１事業所100万円)を交
　付する。

5,526万円

㉓　介護未経験者参入促進事業費
　　福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に初任者研
　修等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。また、
　退職を控えたアクティブシニア層を対象に、介護分野での就労に関する出張説明会等を
　行う。

1億  332万円

㉔　介護職員研修受講促進支援事業費補助
　　介護職員の資質向上を図るため、介護サービス事業者が、初任者研修、実務者研修、
　生活援助従事者研修等を受講する職員の研修受講料を負担した場合、その費用の一部を
　補助する。また、研修受講中の代替職員に係る費用の一部を補助する。

1,814万円

㉕　外国人留学生介護分野受入環境整備事業費
　　外国人が県内で介護業務に就労することを支援するため、留学生や技能実習生等と受
　入介護施設とのマッチング事業を行う。また、介護施設が受け入れた留学生に給付する
　学費や住居費等に対して補助する。

3,281万円

区分
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主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

㉖　喀痰吸引等研修支援事業費
　　たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員を養成する際の課題に対応するため、実地
　研修先の確保や喀痰吸引等研修の受講を支援する。

638万円

〇　その他　かながわ感動介護大賞表彰事業費など17事業 5億3,450万円

ウ　介護保険サービス等の適切な提供

㉗  介護給付費負担金
　　介護保険制度の円滑な運営を図るため、介護保険法に基づき市町村が行う介護給付及
　び予防給付に要する経費の一部を負担する。

894億5,718万円

㉘  地域支援事業費交付金
　　高齢者が社会に参加しつつ、地域において自立した日常生活を営むことができるよう
　にするため、地域支援事業に要する経費の一部を市町村に対して交付する。

53億7,593万円

㉙  低所得者保険料軽減県負担金
　　介護保険制度の円滑な運営を図るため、介護保険法に基づき市町村が行う低所得者の
　介護保険料の軽減措置について、減額した額の一部を負担する。

18億1,096万円

一部

㉚  介護ロボット普及推進事業費
　　介護施設職員等に対し、介護ロボットの活用現場を体験する機会を設けるとともに、
　介護施設等への介護ロボットやＩＣＴの導入に対して補助する。また、介護サービス事
　業所を対象として介護ロボットやＩＣＴの導入に向けたセミナーを開催する。

1億　519万円

〇　その他　介護職員処遇改善加算取得促進特別支援事業費など２事業 6,151万円

エ　高齢者に優しい地域づくり

㉛　スマート・エイジフレンドリーシティ推進事業費
　　全米医学アカデミーと連携し、先進技術を活用して高齢者に優しい地域づくりを進める
　「スマート・エイジフレンドリーシティ」の推進に向けた専門家会議を開催する。

4,226万円

(4) 市町村が行う取組みの支援 1,046万円

㉜　高齢者保健福祉計画等推進事業費
　　市町村の保険者機能の強化を支援するため、国から提供されたデータを活用した地域
　分析を行うとともに、市町村職員を対象とした研修の実施、自立支援・重度化防止に向
　けて市町村が行う事業所向け研修の支援を行う。

185万円

〇　その他　介護給付適正・適切化推進特別事業費国保連補助など２事業 861万円

〇　再掲　地域包括ケア推進事業費など４事業 (3,450万円)

1,031億1,110万円

【㉛】　　　　　　　ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室

【㉒～㉕】  　　　　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　　課長　長島  電話 045-210-4740
【⑯、⑰、㉖】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  国際戦略担当課長　太田  電話 045-210-2720

区分

合 計

問合せ先
【①～⑭、⑱～㉑、㉗～㉚、㉜】
    　　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課　　　課長　山本  電話 045-210-4830
【⑮ねんりんピックかながわ2021】
　　　　　　　　　　スポーツ局ねんりんピック課    　　　　　課長  山田　電話 045-285-0339
【⑮高齢者スポーツの推進】
　　　　　　　　　　スポーツ局スポーツ課    　　　　　　　　課長  島田　電話 045-285-0791

    　　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部介護サービス担当課長　髙橋  電話 045-210-4801

新
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１　目　的

２　予算額　　５５億８，６８６万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(1) 看護師等の確保対策 48億1,304万円

 ア　養成数等の拡充

①　保健福祉大学の運営等
　　保健、医療及び福祉分野における高度で専門的な知識及び技術を教授研究するととも
　に、ヒューマンサービスを実践できる人材及び地域や国際社会で活躍できる人材を育成
　するため、公立大学法人神奈川県立保健福祉大学に運営費を交付する。

36億5,333万円

②  看護師等修学資金貸付事業費
　　看護職員等の確保及び県内定着を図るため、看護職員等養成施設に在学する者に対し、
　修学資金の貸付けを行う。

1億7,597万円

③　看護師等養成所運営費補助
　　看護職員の養成、確保を推進するため、看護師等養成所の運営に対して補助する。 5億3,056万円

〇　その他　看護実践教育アドバイザー事業費など４事業 4,890万円

  イ　離職防止

④　院内保育所支援事業
　　医師、看護職員の離職防止と再就業促進のため、病院等が行う院内保育事業の運営費
　等に対して補助する。

2億2,171万円

⑤　新人看護職員研修事業費補助
　　新人看護職員の早期離職を防止するため、各病院等が行う新人看護職員研修に対して
　補助する。

9,725万円

⑥　看護師等資質向上推進事業
　　看護職員のスキルアップのため、資質向上推進委員会を開催するとともに、看護職員
　等の資質向上研修等を行う。

584万円

 ウ　再就業の促進

⑦　ナースセンターの運営等
　　看護職員の確保と離職看護職員の把握・復職支援のため、ナースセンターにおける無
　料職業紹介や離職看護職員の登録及び登録者への定期的な情報提供を行うとともに、ナ
　ースセンターの利便性を向上する取組み等を強化することにより、求職者及び求人施設
　がナースセンターを利用するメリットを充実する。

4,833万円

 エ　卒後教育の充実　

⑧　訪問看護推進支援事業
　　在宅医療の進展及び高度・多様化する訪問看護のニーズに対応するため、在宅医療へ
　の支援のあり方を検討するとともに、訪問看護師の養成・確保・定着を図り、訪問看護
　の提供体制を整備する。

3,040万円

⑨　精神科看護職員研修事業費補助
　　　良質な看護サービスを提供するため、精神科看護に従事する看護職員を対象とした認
　知行動療法等の研修費用に対して補助する。

70万円

(2) 外国人看護師候補者の支援 796万円

⑩　ＥＰＡ外国人看護師候補者の支援
　　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、インドネシア、フィリピン及びベトナムから入国
　した外国人看護師候補者を支援するため、国家試験対策講座を実施するとともに、施設
　が行う学習支援に対して補助する。

796万円

(3) その他医療従事者の確保 147万円

⑪　歯科衛生士・歯科技工士人材養成確保事業費補助
　　歯科衛生士、歯科技工士の人材確保及び在宅歯科医療に対応できる人材育成のための
　研修費用に対して補助する。

147万円

Ⅲ　保健・医療・福祉人材の育成と確保・定着

区分

    地域包括ケアシステムの構築に向けて、実践能力の高い看護師の養成や再就業の促進など看護人
  材の確保とともに、福祉・介護人材の養成・確保のため、介護分野での就労未経験者の参入促進や
  介護支援専門員の資質向上等に取り組む。
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主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(4) 福祉・介護人材の確保対策 7億6,438万円

 ア　福祉・介護人材の確保・定着対策の充実

⑫　かながわ福祉人材センター事業費
　　福祉・介護人材の確保・定着を図るため、かながわ福祉人材センターにおいて、福祉
　人材の就労相談･あっせん、求職者への研修及び調査研究事業等を行う。

3,021万円

⑬  かながわ福祉人材センター機能強化事業費
　　地域密着型の就職支援を展開するとともに､福祉の仕事の魅力普及啓発事業等を行う。
　また、かながわ福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、専門性を活かした
　きめ細かな就労マッチング支援や労働環境の整備等に向けた助言等を行う。

7,001万円

⑭　介護人材確保推進事業費
　　「介護フェアinかながわ」を開催し､広く県民に対して介護の仕事の魅力を発信する。
　　また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあげた介護サービス事業
  所を表彰し、更なる取組みへのインセンティブとなる奨励金（１事業所100万円）を交
　付する。

5,526万円

⑮　外国人介護福祉士候補者支援事業費
　　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、インドネシア、フィリピン及びベトナムから入国
　した外国人介護福祉士候補者を支援するため、国家試験対策講座を実施するとともに、
　施設が行う学習支援に対して補助する。

1億1,099万円

⑯　外国人留学生介護分野受入環境整備事業費
　　外国人が県内で介護業務に就労することを支援するため、留学生や技能実習生等と受
　入介護施設とのマッチング事業を行う。また、介護施設が受け入れた留学生に給付する
　学費や住居費等に対して補助する。

3,281万円

⑰　外国人技能実習生等資質向上研修事業費
　　介護業務に就労することを希望する外国人技能実習生や特定技能外国人を支援するた
　め、新たに、介護技能向上に関する研修を行う。

1,000万円

⑱　介護未経験者参入促進事業費
　　福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に初任者研
　修等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。また、
　退職を控えたアクティブシニア層を対象に、介護分野での就労に関する出張説明会等を
　行う。

1億　332万円

⑲　介護人材参入促進事業費補助
　　福祉・介護人材の参入を促進するため、政令市が行う介護分野での就労未経験者を対
　象にした初任者研修等の実施から介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援す
　る事業費の一部を補助する。また、新たに、市町村が行う介護の仕事の普及啓発事業費
　の一部を補助する。

6,646万円

〇　その他　介護事業経営マネジメント支援事業費など８事業 1億3,232万円

 イ　福祉・介護現任者教育の充実と専門性の向上

⑳　介護職員研修受講促進支援事業費補助
　　介護職員の資質向上を図るため、介護サービス事業者が、初任者研修、実務者研修、
　生活援助従事者研修等を受講する職員の研修受講料を負担した場合、その費用の一部を
　補助する。また、研修受講中の代替職員に係る費用の一部を補助する。

1,814万円

㉑　介護職等資質向上研修事業費
　　　地域包括ケアシステムの中核を担う介護支援専門員の資質向上を図るため、多職種連
　携に関する研修を行う。また、新たに、介護事業所に就労した介護職員を対象に、交流
　会等を行う。

2,066万円

〇　その他　介護支援専門員研修事業費など５事業 1億1,415万円

55億8,686万円

区分

【⑨】　　　　　　健康医療局保健医療部　精神保健医療担当課長　小泉  電話 045-285-0227

合 計

問合せ先

【⑫～㉑】　　　　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　課長　長島　電話 045-210-4740

【①～⑧、⑩、⑪】健康医療局保健医療部　保健医療人材担当課長　西海　電話 045-210-4742

新
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１　目　的

２　予算額　　８５億９,７７８万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(1) バリアフリーの街づくりと心のバリアフリーの推進　 1億4,650万円

①　障がい者文化芸術普及支援事業費
　　障がいの程度や状態にかかわらず、誰でも文化芸術を鑑賞、創作、発表する機会の創出
　や環境整備を行うため、「ともいきアート」の展示や創作活動支援等を実施する。

2,435万円

②　未来型障がい者就労支援等事業費
　　分身ロボットの活用による障がい者等の新たな社会参加・就労支援を実証するため、
　文化芸術公演の遠隔鑑賞や対話の広場への遠隔参加等を行うとともに、県での就労機会を
　拡大する。

1,694万円

③　農福連携マッチング等支援事業費
　　障がい者の日中活動の場の充実や農業分野での就労機会の確保及び工賃向上を図ると
　ともに、農業の担い手を確保するため、ＮＰＯ、農業協同組合、市町村等と連携して「農
　福連携かながわモデル」を構築する。

428万円

④　地域の支え合い仕組みづくり事業費
　　地域における自主的な課題解決の取組みを後押しするため、災害時の支援等４分野につ
　いて、地域住民、市町村、ＮＰＯ等で構成する協議体からの提案事業を外部審査会で選
　考・採択し、コーディネートなどのスタートアップ支援等を行う。

428万円

⑤　福祉タクシー車両導入促進事業費補助
　　障がい者や高齢者が容易に移動できる環境を整備し社会参加を促進するため、タクシー
　事業者等の福祉タクシー車両購入に対して補助する。

2,115万円

⑥　みんなのバリアフリー街づくり推進事業費
　　バリアフリーの街づくりの取組みを推進するため、「神奈川県バリアフリー街づくり推
  進県民会議」を通して、広く県民意見を収集するとともに、普及啓発事業を行う。また、
　カラーバリアフリーの普及促進を図るため、事業者や施設管理者等を対象とした研修会を
　開催するほか、アドバイザーの派遣等を行う。

380万円

⑦　障害者理解促進事業費
　　障がい者への差別を解消するため、障がいを理由とする差別の相談を受け付ける相談
　窓口を設置するほか、障がいに対する理解促進に向け、内部障がい等の方を対象とした
　ヘルプマークの普及啓発や企業等における心のバリアフリー推進員の養成等を行う。

821万円

○　その他　ともに生きる社会推進事業費など３事業 6,347万円

79億9,355万円

一部 ⑧　生活困窮者自立促進支援事業費
　　自立相談支援機関の相談支援員が生活困窮者から相談を受け、就労等による自立に向け
　た支援を行う。また、新たに社会資源の広域的な開拓・市域を越えたネットワークづくり
　事業を行う。

5,298万円

⑨　ワンストップ支援推進事業費
　　生活困窮者が地域において自立した生活が送れるよう、相談窓口の周知、出張相談会、
　相談支援員の研修等を行い、一人ひとりの状況に応じ、相談から就労等までの寄り添った
　支援を行う。

911万円

⑩　住居確保給付金支給費
　　離職により経済的に困窮した住宅喪失者等であって、就職を容易にするため住居を確保
　する必要が認められる者に対し、家賃相当分の給付金を一定期間支給する。

　132万円

Ⅳ　ともに生き支えあう地域社会づくり

 　 共生社会の実現に向け、障がい者の文化芸術の普及支援や福祉タクシー車両の導入にかかる費用
　の補助等バリアフリーの街づくりと心のバリアフリーを推進する。
　  また、生活困窮者が地域において自立した生活を送れるよう、一人ひとりの状況に応じ、相談か
　ら就労等までの寄り添った支援を行う。

(2) 生活を支える福祉の充実

新

新

新

新

新
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区分 主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

⑪　生活困窮世帯の子どもの健全育成事業
　　生活困窮世帯の子どもの健全育成のため、保健福祉事務所に子ども支援員を配置し、家
　庭訪問や個別相談等を行うとともに、家庭学習を補完する学習の場や安心して過ごせる居
　場所を運営する。

3,512万円

⑫　被保護者就労支援事業費
　　就労による経済的自立を支援するため、保健福祉事務所に就労支援員を配置し、生活保
　護受給者に対する就労意欲の喚起のための面接指導、公共職業安定所への同行訪問、就労
　後の職場定着に向けた相談等を行う。

2,241万円

⑬　自立支援プログラム策定実施事業費
　　生活保護受給者の経済的、社会的、日常生活の面での自立を支援するため、保健福祉事
　務所において社会貢献活動や、中間的就労の機会を提供するなど、一人ひとりの生活保護
　受給者にとって必要な支援を行う。

4,021万円

⑭　生活保護適正実施事業費
　　生活保護制度の適正な運営を図るため、生活保護の認定事務に係る各種調査の充実及び
　医療扶助の診療報酬明細書の点検等を行う。

6,440万円

⑮　生活保護扶助費
　　健康で文化的な最低限度の生活を保障し、県民生活の安心を支えるため、県所管域の生
　活困窮者に対して、生活保護法に基づき扶助費を支給する。

76億7,230万円

○　その他　遺族等対策費など７事業 9,567万円

2億9,059万円

⑯　福祉サービス第三者評価推進事業費補助
　　福祉サービスの質の向上及び利用者のサービス選択を支援するため、福祉サービス事業
　者を対象とする第三者評価機関の認証、評価調査者の研修や、評価結果の公表等を行う
　「かながわ福祉サービス第三者評価推進機構」の運営等に対して補助する。

1,107万円

⑰　福祉サービス利用援助事業費補助
　　判断能力が十分でない高齢者や障がい者等の権利擁護を推進するため、福祉サービス利
　用に関する援助や、日常的な金銭管理の支援等を行う日常生活自立支援事業に対して補助
　する。

1億2,219万円

⑱　福祉サービス苦情解決事業費補助
　　福祉サービス利用者の権利擁護を推進するため、福祉サービスへの苦情に対する相談・
　助言・あっせん等を行う苦情解決事業に対して補助する。

2,567万円

⑲　権利擁護推進事業費（医療介護基金）
　　成年後見制度の第三者後見の担い手を育成するため、法人後見担当者の人材育成等を行
　う。また、市町村が行う市民後見人の人材育成、活動支援に対して補助する。

7,827万円

⑳　かながわ成年後見推進センター事業費
　　判断能力が十分でない高齢者や障がい者等の権利擁護を推進するため、成年後見制度の
　相談や法人後見の支援等を行うかながわ成年後見推進センターを運営する。

2,140万円

○　その他　地域生活定着支援事業費など２事業 3,196万円

1億6,713万円

㉑　聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業費
　　聴覚障がいのある乳幼児が手話言語を獲得することを支援するため、乳幼児及び保護者
　を対象として、絵本の読み聞かせや手話遊びなど、大人のろう者とふれあう手話交流会等
　を開催する。

650万円

㉒　手話言語普及推進事業費
　　ろう者とろう者以外の者の相互理解を深めるため､手話講習会や手話普及推進イベント､
　県民意見反映手続に係る手話動画の作成及び県出先機関での遠隔手話通訳サービス等を行
　う。

1,391万円

○　その他　神奈川県聴覚障害者福祉センター指定管理費 1億4,671万円

85億9,778万円

　【⑦】　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課　課長　椎野　電話 045-210-4700
　【⑧～⑮】　　　　　福祉子どもみらい局福祉部生活援護課　課長　関根　電話 045-210-4900

(3) 福祉サービスを安心して利用することができるしくみづくり　

(4) 手話を利用しやすい環境の整備

合 計

　問合せ先
　【①～④】　　　　　福祉子どもみらい局共生社会推進課　　課長　一柳　電話 045-285-0736
　【⑤、⑥、⑯～㉒】　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課  課長　長島　電話 045-210-4740

新
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１　目　的

２　予算額　　１１１億１，５４３万円（うち基金活用額　８０億７，８３６万円）

３　主な事業内容

【医療分】　

区分 主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(1) 病床の機能分化・連携に関する事業 10億8,207万円

①  地域医療介護連携ネットワーク構築費等補助
　　より安全・安心な医療・介護を県民に提供する体制を構築するため、県民の医療情報
　・介護情報を関係機関で共有するための「地域医療介護連携ネットワーク」の構築等に
　対して補助する。

1億7,930万円

②　回復期病床等転換施設整備費補助
　　高齢化の進展に伴い、不足が見込まれる回復期の病床等を確保するため、医療機関の病
  床転換等に向けた施設整備に対して補助する。

7億8,928万円

③　遠隔画像診断体制整備費補助
　　放射線診断医が不足する中、増加する画像診断需要に対応するため、情報通信技術を活
　用した遠隔画像診断設備の整備に対するモデル事業に対して補助する。

1,205万円

〇　その他　　地域医療連携推進業務支援事業費など６事業 1億　144万円

2億3,137万円

④　在宅医療トレーニングセンター研修事業費補助
　　在宅医療従事者の育成のため、（大）保健福祉大学実践教育センター（横浜市旭区中
　尾）内に設置された在宅医療トレーニングセンターにおいて行われる、在宅医療・介護の
　スキル向上に向けた研修経費に対して補助する。

2,911万円

⑤　在宅歯科医療連携拠点運営事業費
　　在宅歯科医療提供体制の充実を図るため、医科や介護との連携の促進や県民からの在宅
　歯科に関する相談等を行う在宅歯科医療連携室（中央１箇所、地域25箇所）の運営を行
  う。

1億3,032万円

〇　その他　　訪問看護推進支援事業費など10事業 7,193万円

43億4,382万円
(15億4,891万円)

⑥　看護師等養成所運営費補助
　　看護職員の養成、確保を推進するため、看護師等養成所の運営費に対して補助する。

5億3,056万円

⑦　医師等医療従事者修学資金貸付金事業
　　本県で勤務する医師等医療従事者を確保するため、産科等の特定科目の医師や看護師、
　理学療法士等を目指す学生に対し、修学資金を貸し付ける。

3億　998万円
(1億7,529万円)

⑧　小児救急医療病院群輪番制運営費
　　休日、夜間の小児二次救急医療体制の確保を図るため、市町村と医師会等が協力して実
　施する病院群輪番制の運営費に対して補助する。

2億4,488万円

⑨　院内保育所支援事業
　　医師、看護職員の離職防止と再就業促進のため、病院等が行う院内保育事業の運営費等
　に対して補助する。

2億2,171万円
(2億1,276万円)

〇　その他　　新人看護職員研修事業費補助など22事業
30億3,666万円
(3億8,540万円)

56億5,727万円
(28億6,236万円)

Ⅴ　地域医療介護総合確保基金事業

　　団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向けて、医療・介護サービスの提供体制を強化するた
　め、消費税増収分等を財源として設置した基金を活用し、県が作成する計画に基づき事業を実施
　する。

(2) 在宅医療の推進に関する事業

(3) 医療従事者の確保に関する事業

合 計

新新

新
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【介護分】　

区分 主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

45億2,420万円

⑩　地域密着型サービス施設等整備費補助
　　市町村で提供される地域密着型サービスの強化を図るため、小規模多機能型居宅介護事
　業所や認知症高齢者グループホーム等の整備に対して補助する。

19億6,080万円

⑪　高齢者施設改修費補助
　　入所者の自立した生活の支援を図るため、既存施設のユニット化やプライバシー保護の
　ための改修、介護医療院等への転換整備費用に対して補助する。

5億1,051万円

⑫　施設開設準備支援事業費補助
　　介護施設等の開設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制整備を支援す
　るため、施設の開設準備費用に対して補助する。

17億6,036万円

⑬　定期借地権利用整備促進事業費補助
　　特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、定期借地権を設定した用地確保に要する
　費用に対して補助する。

2億9,251万円

9億3,396万円
(6億9,180万円)

⑭　介護人材確保促進事業費
　　「介護フェアinかながわ」を開催し､広く県民に対して介護の仕事の魅力を発信する。
　また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあげた介護サービス事業所を
　表彰し、更なる取組みへのインセンティブとなる奨励金(１事業所100万円)を交付する。

5,526万円

⑮　介護未経験者参入促進事業費
　　福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に初任者研修
　等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。また、退職
　を控えたアクティブシニア層を対象に、介護分野での就労に関する出張説明会等を行う。

1億  332万円

⑯　介護職員研修受講促進支援事業費補助
　　介護職員の資質向上を図るため、介護サービス事業者が、初任者研修、実務者研修、生
　活援助従事者研修等を受講する職員の研修受講料を負担した場合、その費用の一部を補助
　する。また、研修受講中の代替職員に係る費用の一部を補助する。

1,814万円

⑰　外国人留学生介護分野受入環境整備事業費
　　外国人が県内で介護業務に就労することを支援するため、留学生や技能実習生等と受入
　介護施設とのマッチング事業を行う。また、介護施設が受け入れた留学生に給付する学費
　や住居費等に対して補助する。

3,281万円

一部
⑱　地域包括ケア推進事業費
　　地域包括ケアシステムを推進するため、県及び各保健福祉圏域の広域的地域ケア会議の
　開催、在宅医療・介護連携推進事業研修会の開催、市町村の地域ケア会議への専門職派
　遣、地域包括支援センターの職員等に対する研修等を行う。

659万円

一部
⑲　介護ロボット普及推進事業費
　　介護施設職員等に対し、介護ロボットの活用現場を体験する機会を設けるとともに、介
　護施設等への介護ロボットやＩＣＴの導入に対して補助する。また、介護サービス事業所
  を対象として介護ロボットやＩＣＴの導入に向けたセミナーを開催する。

1億　519万円
(1億　77万円)

〇　その他　　生活支援コーディネーター養成研修事業費など28事業
6億1,263万円
(3億7,489万円)

54億5,816万円
(52億1,600万円)

※　予算額と基金活用額に差があるときは基金活用額をカッコ書きで記載

【⑩～⑬、⑱、⑲】　　　福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課　　課長　山本　  電話 045-210-4830

(4) 介護施設等の整備に関する事業

【⑭～⑰】　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　課長　長島　  電話 045-210-4740

合 計

【⑥、⑦、⑨】　　　　　健康医療局保健医療部　保健医療人材担当課長　西海　　電話 045-210-4742

問合せ先
【①～⑤、⑧】          健康医療局保健医療部医療課　　　　　　課長　足立原　電話 045-210-4860

(5) 介護従事者の確保等に関する事業

新

新
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１　目　的

２　予算額　　６７１億８，９８２万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要  〔　〕は、〔元年度→２年度〕への数値を示す。 ２年度当初予算額

(1)　保育士をはじめとした子育て支援人材の確保・育成 4億1,219万円

①　地域限定保育士試験実施事業費
　　年３回目の保育士試験として国家戦略特区を活用し、県独自の地域限定保育士試験を実
　施し、県内の保育士を確保する。

6,476万円

一部
②　養成施設就職促進事業費
　　新規保育士を確保するため、養成施設の学生と若手保育士の交流会を開催するととも
　に、新たに保育実習のあり方について検討会を実施する。

559万円

③　保育所等就業継続支援事業費
　　保育所等の働き方改革を推進し、保育士の負担を軽減することにより、保育士の就業
　継続を支援するため、保育所等へコンサルタントを派遣する。

406万円

④　保育エキスパート等養成事業費
　　一定の経験を積んだ保育士等を対象に、アレルギー、乳児保育など各分野のスペシャリ
　スト(保育エキスパート)等を養成し、保育の質の向上と就業継続の支援を行う。

1億3,120万円

⑤  放課後児童支援員認定資格研修事業費
    放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員に対し、必要な知識や技能等を習得する
　ための研修を実施する。

2,202万円

○  その他　放課後児童支援員等資質向上研修事業費など19事業 1億8,455万円

(2)　待機児童対策の一層の推進 27億9,250万円

 ア　待機児童解消に向けた受け皿の確保等

⑥　医療的ケア児に対する支援
　　保育のため､看護師等の医療的ケア児サポーターの雇用を支援する市町村(政令市・中
　核市を除く)に対して補助する｡また､医療的ケア児を支援するため､支援の総合調整を担
　うコーディネーター等の養成研修を行う。

1,531万円

⑦　保育所等における要支援児童等対応推進事業費補助
　　要支援児童等への対応を行う地域連携推進員（仮称）を保育所等に配置する市町村に対
　し、その費用を補助する。

799万円

⑧　低年齢児受入対策緊急支援事業費補助
　　低年齢児(０～１歳)の受入れのため、年度途中に定員超過して受け入れるための保育士
　の年度当初からの雇用を支援する市町村（政令市・中核市を除く）に対して補助する。

1億  563万円

〇　その他　要保護児童保育所受入促進事業費補助など4事業 6,040万円

イ　保育所等の整備に対する支援

⑨　保育所等緊急整備事業費補助等
　　待機児童対策を推進するため、保育所の緊急整備や認定こども園、小規模保育所の整備
　等を支援する市町村に対して補助する。
    〔保育所112箇所整備、定員約148,500人→約153,500人（約5,000人増)〕
    〔認定こども園4箇所整備、定員約38,800人→約40,000人(約1,200人増)〕
    〔小規模保育所等48箇所整備、定員約7,000人→約7,700人(約700人増)〕

15億3,991万円

〇　その他　都市部保育所等賃借料支援事業費補助など5事業 10億3,574万円

ウ　保育の質の向上

⑩　認可外保育施設巡回指導事業費
　　認可外保育施設に対して、重大事故の防止を目的とした研修の実施や、睡眠中、食事中
　等の重大事故が発生しやすい場面での巡回指導を行う。

1,139万円

〇　その他　保育事業指導事務費など2事業 1,609万円

Ⅵ　子ども・子育てへの支援

　　県内どこでも「待機児童ゼロ」の達成に向けて、国家戦略特区を活用した県独自地域限定保育士
  試験の実施など、保育士をはじめとする子育て支援人材の確保・育成や、待機児童対策を一層推進
  するための方策に取り組む。
    また、幼児期の教育・保育の提供体制の確保・充実等に向けて、幼児教育・保育の無償化にも対
　応した質の高い教育・保育サービスの提供を進めるとともに、多様なサービスの充実のため、市町
　村などの取組みを支援する。

区分

新

新

新
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主な事業名及び事業概要  〔　〕は、〔元年度→２年度〕への数値を示す。 ２年度当初予算額

(3)　幼児期の教育・保育の提供体制の確保・充実 632億1,004万円

ア　質の高い教育・保育サービスの提供への支援

⑪　私設保育施設等利用給付費負担金
　　少子化対策のため、私設保育施設(認可外保育施設)や幼稚園の預かり保育等の利用料
　を負担し、幼児教育・保育の無償化を実施する。

14億7,135万円

⑫　施設型給付費負担金（保育所・幼稚園・認定こども園）
　　市町村が実施する保育所等への給付費の一部を負担する（幼児教育・保育の無償化対
　応分を含む）。

434億5,286万円

⑬　地域型保育給付費負担金(小規模保育･家庭的保育･居宅訪問型保育･事業所内保育)
　　市町村が実施する小規模保育等への給付費の一部を負担する（幼児教育・保育の無償
　化対応分を含む）。

37億7,193万円

⑭　私立幼稚園利用給付費負担金
　　少子化対策のため、子ども・子育て支援新制度対象外の幼稚園(私学助成園)の利用料
　を負担し、幼児教育・保育の無償化を実施する。

61億1,710万円

⑮　認可外保育施設支援事業費
　　認可外保育施設の質の向上を図るため、施設の改修やＩＣＴ化、安全対策に対して補
　助するとともに、認可保育所への移行を促進するため、専門家による指導・助言を行
う。

440万円

〇　その他　幼児教育無償化自治体事務費補助など4事業 12億1,379万円

イ　地域子ども・子育て支援事業の充実

⑯　地域子育て支援拠点事業費補助
　　乳幼児とその保護者同士が交流する場の提供や、育児の相談等を行う子育て支援拠点
　の運営を行う市町村に対して補助する。〔298箇所→300箇所〕

6億9,131万円

⑰　病児･病後児保育事業費補助
　　病気や病後の児童を保護者が家庭で保育できない場合に、病院・保育所等の付設スペ
　ースで預かる事業を実施する市町村に対して補助する。〔18市町→20市町〕

2億3,795万円

〇　その他　乳児家庭全戸訪問事業費補助など11事業 22億3,765万円

ウ　放課後児童クラブへの支援の充実

⑱　放課後児童健全育成事業費補助
　　保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学生に対し、放課後の居場所を提供する放
　課後児童クラブの運営と、放課後児童支援員等の処遇改善に取り組む市町村に対して補
　助する。

39億2,815万円

〇　その他　放課後児童健全育成事業費補助(投資) 8,351万円

(4)　多様なサービスの充実 7億7,507万円

ア　多様な保育サービスの充実

⑲　私立幼稚園等預かり保育推進費補助
　　保育ニーズに対応するため、正規の教育時間前後や休業日に預かり保育を実施する幼
　稚園等に対して補助する。

3億7,503万円

〇　その他　私立幼稚園等地域開放推進費補助など6事業 3億8,421万円

イ　結婚・妊娠・出産・育児支援の充実

⑳　地域少子化対策重点推進交付金事業費等
　　結婚、妊娠･出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり･機運の醸成に取り組
むとともに、結婚新生活の経済的支援などに取り組む市町村に対して補助する。

1,328万円

㉑　恋カナ！プラットフォーム運営費
　　結婚を希望する者がその希望を実現できるよう、企業・団体や市町村等との連携を促
　進するとともに、「恋カナ!サイト」でのイベント情報の発信など､結婚に向けた機運を
　醸成する。

254万円

671億8,982万円

【⑥養成研修】  福祉子どもみらい局子福祉部障害福祉課　　　　　課長　椎野 電話 045-210-4700
【⑭､⑲】　     福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課　　課長　松尾 電話 045-210-3760 
【㉑】　 　　　 福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課　　　課長　小出 電話 045-210-3830

区分

合 計

問合せ先
【①～⑬、⑮～⑱、⑳】
 　　　　　　　 福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課  課長  徳永 電話 045-210-4660

新
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１　目　的

２　予算額　　　９１６億　　１１万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(1) 地域で取り組む“かながわ”の生活困窮支援子どもの貧困対策 863億3,579万円

 ア　教育の支援

①　スクールソーシャルワーカー配置活用事業費
　　学校等へ配置するスクールソーシャルワーカーの人員を拡充する。

１億  363万円

②　高等学校等就学支援金支給費
　　授業料に充てるための高等学校等就学支援金を一定の収入額未満の世帯に支給する。

218億5,426万円

③　小中学校等就学支援事業補助金
　　私立小中学校等に通う児童・生徒が安心して教育を受けられるよう、私立小中学生等の
　いる年収約400万円未満の世帯に対して授業料の支援を行う。

2,580万円

④　私立高等学校等生徒学費補助金の充実
　　私立高校等に通う家庭の経済的負担を軽減するため、授業料実質無償化の対象を年収約
　700万円未満の世帯まで拡大するとともに、新たに住民税非課税世帯まで入学金を実質無
　償化する。

37億8,706万円

⑤　母子父子寡婦福祉資金貸付金
    母子家庭等の配偶者のない者で現に児童を扶養している者や寡婦に対して修学資金等の
　各種資金の貸付けを行う。

5億2,785万円

○　その他　スクールカウンセラー配置活用事業費、幼児教育の無償化など 232億2,006万円

  イ　生活の安定に資するための支援

⑥　高校生世代自立支援事業
　　進路未決定のまま高校を中途退学した若者等の進路決定を支援するため、相談窓口「か
　ながわみらいデスク」の設置などを行う。

913万円

⑦　生活困窮世帯の子どもの健全育成事業
　  生活困窮世帯の子どもの健全育成のため、保健福祉事務所に子ども支援員を配置し、家
　庭訪問や個別相談等を行うとともに、家庭学習を補完する学習の場や安心して過ごせる居
　場所を運営する。

3,512万円

○　その他　放課後児童健全育成事業費補助など 88億  890万円

 ウ　保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

⑧　母子家庭等就業支援事業費
　　ひとり親家庭の自立を図るため、就業相談、就職支援講座、養育費相談等を実施する。

1,237万円

⑨　総合職業技術校等における職業訓練の推進
　　ひとり親家庭の保護者の就労を支援するため、総合職業技術校及び民間教育訓練機関の
　職業訓練に「ひとり親家庭優先枠」を設ける。

9億2,378万円

○　その他　高等職業訓練促進給付金等支給費など 5億4,211万円

 エ　経済的支援

⑩　児童手当負担金
    児童を養育している者に対して市町村が支給する児童手当の一部を負担する。

200億9,353万円

⑪　児童扶養手当給付費
　　離婚等により、父又は母と生計を同じくしていない児童について、手当を支給する。

9億  994万円

〇  その他　ひとり親家庭等医療費助成事業費補助など 54億7,945万円

 オ　社会全体で子どもの貧困対策に取り組むための基盤づくり

⑫　子どもの貧困対策の推進に関する取組み
　  県民向けフォーラムの開催やひとり親向け支援情報サイトの運用とともに、「かながわ
　子どものみらい応援団」の事業として、マッチング推進事業や専門人材の育成研修等を行
　う。

275万円

Ⅶ　支援を必要とする子ども・家庭への取組み

　　子どもの将来が生まれ育った環境に左右されることや、貧困が世代を超えて連鎖することのない
　よう、県と市町村が一体となって総合的な取組みを行い、子どもの貧困対策を推進する。
　　また、児童虐待など社会的養護を必要とする子どもへの対応や、ＳＮＳを活用した相談体制を拡
　充するとともに、ひきこもり等の自立支援に取り組む。

区分
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主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(2) 児童虐待等社会的養護を必要とする子どもへの対応 50億  369万円

⑬　施設等入所児童の措置に要する費用
　　児童虐待等により児童養護施設等に措置委託した児童の養育に対する費用を支払う。

40億4,686万円

⑭　県立児童福祉施設入所者処遇費
　　児童虐待等により､県立児童福祉施設に入所した児童を養育するための費用を支出する｡
　　＊児童が使用するスポーツ用具等の購入に、ふるさと納税等による寄附金を活用。

1億8,807万円

一部
⑮　児童虐待防止対策の強化
　　改正児童福祉法等の趣旨を踏まえ、児童相談所の法的対応力を高めるため、非常勤弁護
　士の配置に加え、児童の権利擁護に精通した弁護士に常時相談できる体制を整備するとと
　もに、虐待の未然防止の一層の推進を図るため、しつけの体罰禁止を、幼児から大人まで
　幅広く普及・啓発する。

6,040万円

一部 ⑯　子どもの権利擁護の推進
　　児童養護施設や児童相談所の一時保護所に入所している子どもたちが自ら意見表明でき
　る機会を拡充するため、子どもの意見を汲み取り代弁する仕組み（アドボカシー）を構築
　する。

1,852万円

⑰　厚木児童相談所新築工事費
　　老朽化が進み手狭な厚木児童相談所を、来所する子どもや保護者に配慮した、安心して
　利用できる施設とするため、新たな施設の新築工事を実施する。

2億  100万円

⑱　社会的養護が必要な子どもの自立支援
　　児童養護施設等を退所した児童等を支援する「あすなろサポートステーション」や、里
　親委託、養子縁組を促進する「里親センター」を運営する。

2,494万円

〇  その他　民間児童福祉施設整備借入償還金補助など 4億6,388万円

(3) ＳＮＳを活用した相談体制の拡充 1億5,136万円
一部 ⑲　ＳＮＳを活用した相談事業費

　　ＳＮＳを活用した相談窓口について、児童虐待、子どもの貧困、ＤＶ、子ども・若者の
　悩み、いじめ相談を通年化するとともに、新たに「望まない妊娠」や「いのちの相談」を
　追加する。

1億5,136万円

(4) ひきこもり等自立支援の推進ひきこもり等自立支援の推進 1億  925万円

⑳　ひきこもり等青少年相談事業等
　　ひきこもり・不登校など青少年の様々な悩みに対応するため、ＮＰＯと協働して相談事
　業や自立支援を行う。

3,914万円

○　その他　生活困窮者自立促進支援事業費など 7,011万円

916億   11万円

 　　　　　　　 福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課    課長  松尾  電話 045-210-3760

　 　　　　　　 福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども支援課  課長  剣持  電話 045-285-0727

　　　　　　　　健康医療局保健医療部　　　　　精神保健医療担当課長　小泉　電話 045-285-0227

　　　　　　　  健康医療局保健医療部健康増進課　　  　　　 　 課長　加藤　電話 045-210-4770
【⑲いのちの相談】

【⑲子ども・若者相談、⑳】
　　　　　　　　福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課　　　課長　小出　電話 045-210-3830

問合せ先

【⑲ＤＶ相談】　福祉子どもみらい局人権男女共同参画課　   　　 課長　添田　電話 045-210-3630
【⑲望まない妊娠相談】

【⑦】　　　 　 福祉子どもみらい局福祉部生活援護課　　　　　　課長　関根　電話 045-210-4900
【⑨】　　 　 　産業労働局労働部産業人材課  　　　　　　　　  課長　福園　電話 045-210-5700　

区分

合 計

【⑥､⑫、⑲子どもの貧困対策】

【②県立高校】  教育局行政部財務課  　　　　　　　　　　　    課長　西村　電話 045-210-8100

【①県立高校､⑲いじめ相談】 

【⑤､⑧､⑩､⑪､⑬～⑱、⑲児童虐待防止相談】

【②私立高校､③､④】　

【①公立小・中学校】

　　　　　　　　福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課　課長　中野　電話 045-210-4650

　　　　　　　　教育局支援部子ども教育支援課   　    　　　　 課長　宮村　電話 045-210-8212

　　　　　　　　教育局支援部学校支援課  　　　　　　　　　    課長　上田　電話 045-210-8210　

新

新

新

新
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私立学校経常費補助 430億5,700万円

420億2,271万円

10億3,429万円

私立高等学校等
教育改革推進費
補助

5億 425万円

私立幼稚園等預
かり保育推進費
補助

3億7,503万円

私立幼稚園等地
域開放推進費補
助

1億5,500万円

18億9,571万円

101億5,622万円

36億1,940万円

1億6,766万円

5億3,981万円

2,580万円
　私立小中学校等に通う児童・生徒が安心して教育を受けられるよ
う、私立小中学生等のいる年収約400万円未満の世帯に対して授業
料の支援を行う。

小中学校等就学支援事
業補助金

私立高校生等奨学給付
金事業費

　生活保護世帯、住民税所得割非課税世帯の私立高校生等に対し、
授業料以外の教育費負担を軽減するため、奨学給付金を支給する。
　支給額　住民税非課税世帯  第１子　　 　年額 103,500円
　　　　　　　　　　　　　　第２子以降   年額 138,000円
　　　　　　　　　　　　　　通信制　　　 年額　38,100円
　　　　　生活保護世帯　　　　　　     　年額　52,600円

私立高等学校等生徒学
費補助金等

　私立高校等に通う家庭の経済的負担を軽減するため、授業料実質
無償化の対象を年収約700万円未満の世帯まで拡大するとともに、
新たに住民税非課税世帯まで入学金を実質無償化する。
　補助対象　高等学校､中等教育学校後期課程､専修学校高等課程
　補助単価
　　入学金               ～非課税世帯　  208,000円
 　             年収約750万円未満世帯 　 100,000円
    授業料          ～590万円未満世帯     48,000円
　　　　　 年収約590～700万円未満世帯 　 325,200円
                年収約750万円未満世帯 　  74,400円

外国人学校生徒等学費
補助金

　外国人学校に通う子ども達が安心して学ぶことができるよう、所
得に応じて学費負担の軽減を図るために補助する。

１　目　的

　学校教育における私立学校の果たす重要な役割にかんがみ、私立学校の教育条件の維持向上、修学
上の経済的負担の軽減及び私立学校の経営の健全性の向上を図る。

Ⅷ　私立学校教育の振興・就学支援の推進

２　予算額　　６９２億　　２８万円

特 別 補 助

　教育の質の向上を図る私立学校に対して補助する。また、不登校
生徒の進路確保のため、不登校生徒の受入体制を整備している私立
高等学校に対して補助する。

３　主な事業内容

高等学校等就学支援事
業費

　家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が安心して
勉学に打ち込める社会をつくるため、私立高校生等に対して就学支
援金を支給することにより、  世帯の教育費負担を軽減する。
　補助対象　高等学校､中等教育学校後期課程､専修学校高等課程
　補助単価
    授業料          ～590万円未満世帯    396,000円※
　　　　　 年収約590～910万円未満世帯 　 118,800円
           　※通信制は297,000円が限度額

２年度当初予算額主な事業名及び事業概要

一 般 補 助
　教育条件の維持向上、修学上の経済的負担の軽減及び学校経営の
健全性の向上を図るため、私立学校の経常的な経費や特色ある教育
への取組みに対して補助する。

　保育ニーズに対応し、保育所入所待機児童への対策を推進するた
め、正規の教育時間前後及び休業日に預かり保育を実施する幼稚園
等や保育所と同程度の預かり保育を行う幼稚園等に対して補助す
る。

　地域との連携を深めるため、保護者に対する教育相談事業や地域
とのふれあい交流事業などを行う幼稚園等に対して補助する。

私立幼稚園特別支援教
育費補助

　障がいのある幼児とともに学び、ともに育つ保育を推進するた
め、障がいのある幼児を受け入れる幼稚園に対して補助する。
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２年度当初予算額主な事業名及び事業概要

1,419万円

 116万円

 593万円

1,482万円

6億5,313万円

9億5,361万円

 520万円

61億1,710万円

1億 397万円

13億6,828万円

 318万円

4億9,803万円

692億  28万円

そ の 他
　認定こども園移行幼稚園耐震化工事費補助、私立幼稚園緊急環境
整備費補助、私立学校審議会費、私立学校指導等事務費ほか

合　　　  　　　計

 新　実費徴収補足給
付事業費補助

　子ども・子育て支援法改正法に基づき、副食材料費の経費として
市町村が行う給付費の一部を負担する。

新 学校連携観戦チ
ケ ッ ト 関 連 事 業 費

　東京2020大会の会場観戦を通してスポーツのすばらしさ等を体験
し、一生の財産として心に残る大会とするため、子どもたちに東京
2020大会の観戦機会を提供する。

一部 新　私立専門学
校修学支援負担金

　保護者の失職や倒産等により家計が急変した児童・生徒への影響
を軽減するため、授業料を軽減した私立高等学校等に対して補助す
る。
　補助対象　高等学校､中等教育学校､専修学校高等課程
　　　　　　小学校､中学校
　補助単価　授業料　高等学校等　　           396,000円
　　　　　　　　　　小・中学校等   90,000円～168,000円

　少子化対策のため、低所得世帯であっても社会で自立し活躍でき
る人材を育成する大学等において修学できるよう、高等教育の修学
支援（授業料等減免）を着実に実施する。

私立学校生徒学費緊急
支援事業費

日本私立学校振興・共
済事業団補助金

　私立学校教職員の福利厚生を支援するため、私学共済の長期給付
の一部を補助する。
　補助率　日本私立学校振興･共済事業団 8/1000

私立学校グローバル教
育推進事業費補助

　グローバル教育を推進するため、メリーランド州立大学と連携し
て実施する語学派遣研修やインターンシップ受入れを行う私立学校
に対して補助する。

私立学校教職員退職金
制度補助金

私立幼稚園利用給付費
負担金

　子ども・子育て支援法改正法に基づき、幼児教育無償化の経費と
して市町村が行う給付費の一部を負担する。

公私立学校協調事業費

　公私立高等学校による協調事業の一環として、神奈川の高校の魅
力をアピールするとともに、中学生の志望校決定の一助とするた
め、中学生及びその保護者を対象に「神奈川の高校展」を開催する
ほか、公私教員研修事業等を行う。

私立学校施設耐震診断
調査費補助

　児童生徒等の安全確保及び災害時の避難施設としての公共性の観
点から、耐震診断調査を実施する私立学校に対して補助する。
　補助限度額　高等学校　458万円、中等教育学校　453万円
　　　　      小･中学校　288万円、幼稚園　206万円
              専修各種学校 247万円
　補助率　2/3以内
　教育環境の充実、災害時の安全確保を図るため、私立学校が行う
施設整備に対し、その資金の融資あっせんを行うとともに、利子の
一部を補給する。
　補給率　  1.0％(償還期間10年以内)
　　　　　  1.2％(償還期間10年超)
　補給期間　10年間

　私立学校教職員の福利厚生を支援するため、退職手当金給付財源
の一部を補助する。
　補助率　私学退職基金財団 　　　　19/1000
　　　　　専修各種学校退職基金財団 19/1000
　　　　　私立幼稚園退職基金財団　 14/1000

私立学校振興資金利子
補給費

問合せ先

福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課 課長 松尾 電話 045-210-3760
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１　目　的

２　予算額　　１億９，５２１万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

(1) 人権政策の総合的な推進 5,074万円

 ア　人権教育と人権啓発の推進

①　人権啓発推進費補助
　　県民への人権意識の一層の浸透を図るため、各分野で活動する人権団体等が実施する人
　権啓発講演会などの啓発活動や人権擁護活動に対して補助する。

329万円

②　人権啓発事業費
　　人権問題に対する県民の理解と認識を深めるため、人権メッセージ展などの開催や啓発
　資料の作成・配布など幅広い人権啓発活動を行う。

3,000万円

③　人権課題理解増進事業費
　　誰もが自分らしく生きられる社会を実現するため、市と連携して性的マイノリティ（Ｌ
　ＧＢＴ等）の理解促進に資する啓発事業等を実施する。

389万円

  イ　人権尊重の視点に立った行政の推進

④　人権施策推進費
　　人権がすべての人に保障される地域社会づくりを目指して策定した「かながわ人権施策
　推進指針」に基づき、人権施策の総合的な企画、調整を行うほか、性的マイノリティの当
　事者支援事業やヘイトスピーチ対策事業等を実施する。

855万円

⑤　同和問題対策推進事業費補助
　　同和関係３団体で構成される神奈川県地域相談連絡協議会が実施する同和対策の普及啓
　発事業や、部落差別に起因する人権侵害相談等に対して補助する。

500万円

(2) 男女共同参画社会の実現と女性の活躍支援 1億4,447万円

 ア　男女共同参画社会づくりに向けた教育促進や意識啓発、女性を応援する機運の醸成

⑥　かながわ男女共同参画センター人材育成・情報発信事業費
　　男女共同参画社会の実現に向けて、女性の社会参画やキャリア形成支援に関する講座
　（男性の意識変革・行動変革促進を含む）、市町村等と連携した意識啓発事業や情報発信
　を実施する。

508万円

⑦　ライフキャリア教育かながわモデル発信事業費
　　社会に出る前の中学生・高校生を対象として、男女共同参画意識を醸成し、自分らしい
　ライフプランをデザインする力を育成するため、啓発冊子の配布や出前講座等によりライ
　フキャリア教育の普及啓発を実施する。

328万円

⑧　女性の活躍応援団支援事業費
　　女性の活躍を応援する社会的ムーブメントを拡大するため、「かながわ女性の活躍応援
　団」による全体会議・シンポジウム、啓発講座への講師派遣などを実施する。

615万円

 イ　女性の活躍と参画の促進

⑨　男女共同参画施策推進費
　　男女共同参画社会の実現に向けて、「かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）」を
　を着実に推進する。

202万円

Ⅸ　人権施策及び男女共同参画の推進

　　人権がすべての人に保障される地域社会づくりを進めるため、「かながわ人権施策推進指針（改
　定版）」に基づき各種施策を展開するとともに、男女共同参画社会の実現に向けて、「かながわ男
　女共同参画推進プラン（第４次）」を着実に推進する。

区分
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主な事業名及び事業概要 ２年度当初予算額

 ウ　異性に対する暴力の根絶と人権の尊重

⑩　かながわ男女共同参画センター相談事業費
　　県の「配偶者暴力相談支援センター」として、ＤＶ相談（電話・面接・専門相談な
　ど）、ＤＶ啓発事業等を実施する。

5,157万円

一部

⑪　配偶者等暴力対策事業費
　　配偶者等からの暴力の被害者支援を総合的に推進するため、被害者の一時保護、同
　伴児へのケア及び被害者の自立支援などを実施するほか、民間団体が実施する先進的
　な取組みに対する補助を拡充する。また、児童虐待対応との連携を強化するため、新
　たに「児童虐待防止対応コーディネーター」を配置する。

6,548万円

⑫　若年被害女性等支援事業費
　　困難を抱えた若年女性等を支援するため、行政と民間団体の密接な連携体制を構築
　するとともに、アウトリーチ支援や居場所の確保、自立支援に資する事業を実施する。

1,086万円

1億9,521万円

　　福祉子どもみらい局人権男女共同参画課　課長　添田  電話 045-210-3630　

区分

合 計

　問合せ先　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新

新

- 20 -
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ともに生きる社会推進事業費 

 
１ 目的 

  「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念を県民に広く深く浸透させていくため、市町

村や団体、教育、企業、大学と連携した取組みに加え、オリンピック・パラリンピックの

関連イベント等と連携した発信を行うとともに、従来の取組みだけでは届きにくかった若

年層を主要なターゲットとし、動画やＳＮＳなどを活用した普及啓発を行う。 

 

２ 予算額 ５，０００万円 

 

３ 事業内容 

(1) 市町村や団体・学校等と連携した普及啓発            １７５万円 

県内各地域のイベントや県立学校における「いのちの授業」において普及啓発を行う。 

(2)「ともに生きる社会かながわ推進週間」における集中的広報     ４８４万円 

タウン誌やポスターの駅貼りなどを活用した広報を集中的に行う。 

(3)「みんなあつまれ」の開催                     ９１０万円 

オリンピック・パラリンピックの関連イベント等と連携し、誰もが同じ体験を共有す

ることで「ともに生きる社会」を自分の身近に考える「みんなあつまれ」を開催する。 

(4) 企業等の仲間づくり                       ６３４万円 

ポータルサイトにより障害サービス事業所等とイベント主催者をマッチングさせ、マ

ッチングしたイベントで普及啓発を行う。 

(5) 大学生の仲間づくり                        ２１万円 

大学の授業などにおける憲章の講義や憲章の理念に共感した大学生とのワークショッ

プを実施し、若者ならではの普及啓発に係るアイデア出しや情報発信を行う。 

(6) ＳＮＳを活用した普及啓発                   ２，２１９万円 

従来の取組みだけでは届きにくかった若年層を主要なターゲットとし、動画配信や 

ＳＮＳキャンペーン等を実施する。 

(7) 津久井やまゆり園事件追悼式                   ５５７万円 

推進週間中に、「津久井やまゆり園事件追悼式」を実施する。 

 

 

 

 

 

 

         

 

問合せ先 

【３(1)～(6)】福祉子どもみらい局共生社会推進課    課長 一柳 電話 045-285-0736 

【３(7)】   福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課 課長 大澤 電話 045-210-4702 

 

(6)ＳＮＳを活用した動画配信 (3)「みんなあつまれ」の開催 
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○新利用者目線による障がい福祉の推進 

１ 目 的 

  利用者目線による障がい福祉を推進するため、意思決定支援の普及・定着に向け取り組

むことで、全ての障がい当事者の意思が尊重された共生社会の実現をめざす。また、在宅

やグループホームで暮らす重度障がい者の日中の社会参加を保障する仕組みづくりを行う

ほか、これからの障害者支援施設のあり方として、地域交流モデルを構築する。 

 

２ 予算額 ２，３７６万円 

 

３ 事業内容 

 (1)  意思決定支援普及・定着事業費 ９４１万円 

   障害福祉サービス事業所職員、利用者及びその家族を対象とする意思決定支援講座の

開催や保護者向けリーフレットの配布を行う。また、意思決定支援の中核的職員の研修

に意思決定支援の講義を導入するほか、動画教材を作成し、県ホームページで配信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  重度障害者地域移行支援補助                                ９００万円 

      医療的ケアが必要な重度障がい者が日中活動を行うため、重度障がい者の移動や日中

活動の支援を行う介護サービス事業者等に対して補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)  津久井やまゆり園再生地域交流モデル構築事業費        ５３５万円 

      津久井やまゆり園の地域交流を推進し、これからの障害者支援施設が目指すべきモデ

ルを構築するため、地域課題の分析やワークショップの開催等を行う。 

        
 

 
問合せ先 

【3(1)】   福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課     課長 椎野 電話 045-210-4700 

【3(2)、(3)】福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課 課長 大澤 電話 045-210-4702 

これまでの取組 今回実施 
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津久井やまゆり園及び芹が谷やまゆり園（仮称）新築工事関係費 

 

１ 目 的 

  津久井やまゆり園再生基本構想に基づき、相模原市緑区千木良地域及び横浜市港南区芹

が谷地域において、障害者支援施設を整備する。 

 

２ 予算額 ４０億７，０１９万円 

 

３ 事業内容 

(1) 津久井やまゆり園新築工事費                ２８億６，２００万円 

     安心して安全に生活できる場所を確保するため、津久井やまゆり園について、建替工

事及び改修工事等を行う。 

 

(2) 芹が谷やまゆり園（仮称）整備維持管理費            １２億    ３２万円  

    安心して安全に生活できる場所を確保するため、芹が谷やまゆり園（仮称）について、

民間活力を活用した建替工事を行う。 

 

(3) 津久井やまゆり園等新築工事推進費                   ７８７万円 

   事件を風化させないため、新たに事件で命を奪われた津久井やまゆり園利用者への鎮

魂のモニュメントの設計及び整備等を行う。 

 

４ 施設整備の考え方 

○ 津久井やまゆり園、芹が谷やまゆり園（仮称）ともに施設規模は 66人（11人×６ユ 

ニット）とする。 

○ 居室は個室とし、居住単位は 11人（うち 1人を短期入所の定員）とすることで、プ 

  ライバシーに配慮し、一人ひとりが落ち着いて生活できる環境づくりを推進する。 

 

５ スケジュール 

 

 

地域 項目 H29年度  H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 

千木良 

設計 

  

  

 

工事 

  
 

  

芹が谷 設計・工事 

  
 

 

 

基本設計・実施設計 

除却工事 

基本設計・実施設計 

建替工事 
 

供用 

開始 

建替工事・モニュ

メント設計・整備 
 

供用 

開始 
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６ イメージ図 

(1) 津久井やまゆり園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 芹が谷やまゆり園（仮称） 

問合せ先 

 福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課 課長 大澤 電話 045-210-4702 
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新 共生社会の実現に向けた新たな取組み 

１ 目 的 
「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念を具体化する施策を推進し、誰もが自分らしく

活躍でき、笑いあふれる地域共生社会を実現する。 

 

２ 予算額 ５，６３５万円 

 

３ 事業内容 

(1) 新 障がい者文化芸術普及支援事業費              ２，４３５万円 

障がいの程度や状態にかかわらず、誰でも文化芸術を鑑賞、創作、発表する機会の創 

出や環境整備を行うため、「ともいきアート」を県立青少年センター・スタジオＨＩＫＡＲＩ

の交流スペースで展示するとともに、特別支援学校生徒などの創作活動支援を実施し、県内４か

所で展示する。 

 

(2) 新 未来型障がい者就労支援等事業費              １，６９４万円 

分身ロボットの活用による障がい者等の新たな社会参加・就労支援を実証するため、 

文化芸術公演の遠隔鑑賞や対話の広場など県主催イベントへの遠隔参加等を行うとともに、

県での就労機会を拡大する。 

 

(3) 新 農福連携マッチング等支援事業費                ４２８万円 

障がい者の日中活動の場の充実や農業分野での就労機会の確保及び工賃向上を図ると 

ともに、農業の担い手を確保するため、ＮＰＯ、農業協同組合、市町村等と連携し、障が

い福祉サービス事業所等と農業法人等をマッチングさせる「農福連携かながわモデル」を

県内３地域（藤沢市、平塚市、秦野市）で構築する。 

 

(4) 新 地域の支え合い仕組みづくり事業費               ４２８万円 

地域における自主的な課題解決の取組みを後押しするため、災害時の支援等４分野につ

いて、地域住民、市町村、ＮＰＯ等で構成する協議体からの提案事業を外部審査会で選

考・採択し、コーディネートなどのスタートアップ支援等を行う。 

【募集する４分野】 

① 災害時の支援          ② 外国にルーツのある人たちへの地域の支援 

③ 高齢者活躍の仕組みづくり支援  ④ 引きこもりへの支援 

 

(5) 新 聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業費                          ６５０万円 

聴覚障がいのある乳幼児が手話言語を獲得することを支援するため、乳幼児及び保護者 

を対象として、絵本の読み聞かせや手話遊びなど、大人のろう者とふれあう手話交流会等 

を開催する。 

 

 

 

                  

 問合せ先 

【３(1)～(4)】福祉子どもみらい局共生社会推進課  課長 一柳 電話 045-285-0736 

【３(5)】   福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課 課長 長島 電話 045-210-4740 
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幼児教育・保育の無償化について 

１ 目的  

少子化対策のため、保育所等の利用料の一部を支援し、幼児教育・保育の無償化 

を実施する。 

 

２ 県予算額 181億 4,567万円（(1)+(2)+(3)） 

(1) 利用料 169億 4,319万円 ※1 

対象施設 ３～５歳 ０～２歳 
負担 
割合 

県予算額 
(無償化による増加分) 

① 

子ども・子育て支援新

制度対象施設等 

認可保育所・幼稚園・ 
認定こども園・小規模 
保育等※2 

全ての子ども 

 

 

 

住民税非課税 

世帯 

 

国 

1/2 

県 

1/4 

市町村 

1/4 

 

公立 
施設は 
市町村
10/10 

93億 5,473万円 

② 

新制度対象外の 

幼稚園（私学助成園） 

※預かり保育事業含む 

月 額 25,700

円※上限 

※新制度幼稚園

の利用料 

 

― 

 

61億 1,710万円 

③ 認可外保育施設 

保育が必要な

児童を対象に 

月 額 37,000

円※上限 

保育が必要か

つ住民税非課

税世帯を対象

に月額 

42,000 円 ※

上限 

14億 7,135万円 

④ 

幼稚園預かり保育 

一時預かり 

ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 

病児保育 

 合   計 169億 4,319万円 

※１ 保護者から実費で徴収している費用（通園送迎費・食材料費・行事費等）は無償化の対象

外。従来保育料に含まれていた給食副食費は新たに実費徴収化。 

※２ 例示のほか家庭的保育・事業所内保育・居宅訪問型保育・企業主導型保育（標準的な利用

料）・障害児通園施設・障害児入所施設 

(2) 私学助成幼稚園を利用する低所得者等への副食材料費の支援 1億 397万円 

     実費徴収補足給付事業費補助（私立幼稚園） 1億 397万円 

 (3) 無償化事務を行う自治体の事務費 10億 9,850万円 

     幼児教育無償化関係事務費        10億 9,850万円 

  

問合せ先 

【２(1)②・(2)以外】 

福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課 課長 徳永 電話 045-210-4660 

【２(1)②・(2)】 

福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課  課長 松尾 電話 045-210-3760 

 

施設型給付費負担金 

の一部 

私立幼稚園利用 

給付費負担金 

私設保育施設等 

利用給付費負担金 

 

※認可保育所の平均利用料 

全額無償 
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一部○新 保育士人材の確保・育成に係る新たな取組み 

 

１ 目的 

  県内どこでも「待機児童ゼロ」の達成に向けて、保育士人材の確保・育成   

 に係る新たな取組みを実施する。 

 

２ 予算額  ９６５万円（保育士人材の確保・育成に係る新規事業分） 

 

３ 事業内容 

 (1)  一部○新 養成施設就職促進事業費       ５５９万円 

 （保育実習の在り方に関する検討会       ６６万円） 
  

保育士養成施設の学生と若手保育士の交流会を開催するとともに、保育

士養成施設と実習生を受け入れる保育所等の関係者が保育実習に関する諸

課題について検討する場を新たに設け、より効果的な実習方法をまとめる。 

 

(2) ○新 保育所等就業継続支援事業費      ４０６万円 

   モデル園（２か所）に対し、保育現場や働き方改革に関して深い知見を

持つコンサルタントを派遣し、園の働き方の現状や課題等を把握して、働

きやすく、風通しのよい職場環境づくりの支援を行う。 

 

 

【参考】本県の保育所等数、保育所等定員数の推移 

 

 

 

2,072
2,239

2,395
2,540 2,704

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

H28整備

(H29.4)

H29
(H30.4)

H30
(H31.4)

R1
(R2.4)

R2
(R3.4)

保育所等定員数

保育所等数

（単位：人） （単位：箇所）

146,073

154,006

161,598
167,478

174,326

問合せ先 

福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課 課長 徳永 電話 045-210-4660 

箇所数 164か所
定員増数 約6,900人

令和２年度整備予定
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 一部○新児童虐待防止対策の強化及び子どもの権利擁護の推進 

 

１ 目 的 

  虐待の未然防止、早期発見・早期対応から虐待を受けた子どもの支援までの児童

虐待防止対策を総合的に強化するため、体罰によらない子育て意識の啓発、法的対

応や子どもの権利擁護の仕組みなどの支援策を拡充する。 
 
２ 予算額  ７，８９２万円 
 
３ 事業内容 

（1）一部○新虐待防止対策推進事業費            ５,２６５万円 

   児童相談所の法的対応力を高めるため、非常勤弁護士の配置に加え、児童の権

利擁護に精通した弁護士に常時相談できる体制を整備する。 

（2）○新児童虐待未然防止強化事業費             ７７４万円 

   改正児童福祉法等の趣旨を踏まえ、虐待の未然防止の一層の推進を図るため、

しつけの体罰禁止を、幼児から大人まで幅広く普及・啓発する。 
 

（3）子ども人権相談室推進事業費                      １,４４３万円 

   子どもの権利擁護を推進するため、子ども自身からの人権相談、施設職員の専

門研修、啓発事業等を実施する。 

（4）○新子どもの意見表明支援事業費             ４０９万円 

   児童養護施設や児童相談所の一時保護所に入所している子どもたちが自ら意

見表明できる機会を拡充するため、子どもの意見を汲み取り代弁する仕組み（ア

ドボカシー）を構築する。 
 
 

 

 

 

問合せ先 

福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課 課長 中野 電話 045-210-4650 



 高等学校等就学支援事業費

○
○

 一部 新 私立高等学校等生徒学費補助金等

○

○ 　高等学校､中等教育学校(後期課程)､専修学校(高等課程)等

小中学校等就学支援事業補助金

○

○ 　小学校､中学校､中等教育学校(前期課程)､特別支援学校(小学部・中学部)

 私立学校生徒学費緊急支援補助金

○

○ 　高等学校､中等教育学校､中学校､小学校､専修学校(高等課程)

 私立高校生等奨学給付金事業費

○

○

 問合せ先
福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課 課長　 松尾 電話 045-210-3760

事業内容 　家庭の授業料負担を軽減するため、私立高校生等に対し就学支援金を支給する｡

一部 新 私立高等学校等就学支援策の充実

　家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込めるよう、高
等学校等就学支援金及び生徒学費補助により、家庭の教育費負担の軽減を図る。
　令和２年度から、年収約700万円未満の世帯まで授業料の実質無償化を拡大するとともに､新
たに住民税非課税世帯まで入学金を実質無償化する｡

事 業 名 予算額 101億5,622万円

事業内容 　私立小中学校等に通う児童・生徒が安心して教育を受けられるよう、私立小中
学生等のいる年収約400万円未満の世帯に対して授業料の支援を行う。

対象校種 　高等学校､中等教育学校(後期課程)､特別支援学校高等部､専修・各種学校のうち
高等学校に類する課程を置くものとして文部科学大臣が指定するもの。

事 業 名 予算額 37億8,706万円

事業内容 　私立高校等に通う家庭の経済的負担を軽減するため、年収約700万円未満の世帯
まで授業料の実質無償化を拡大するとともに､新たに住民税非課税世帯まで入学金
を実質無償化する｡

対象校種

事 業 名 予算額 2,580万円

注）・年収は４人世帯の場合における目安となっています。
　　・自己負担は、平均授業料約44.4万円、平均入学金約20.8万円に対する自己負担額です。

対象校種

事 業 名 予算額 1,419万円

事業内容 　保護者の会社都合による退職や倒産等による家計の急変に対応するため、授業
料を軽減した私立高等学校等に対し補助する。

対象校種 　高等学校､中等教育学校(後期課程)､専修学校(高等学校)等（県外学校を含む）

対象校種

事 業 名 予算額 5億3,981万円

事業内容 　生活保護世帯、県民税・市町村民税所得割非課税世帯の私立高校生等に対し
て、授業料以外の教育費負担軽減のため、奨学給付金を支給する。

２年度予算

学費補助 就学支援金

① 生活保護、非課税世帯 100,000円 208,000円 － 208,000円 0円

②
年収約270万円以上
年収750万円未満世帯

100,000円 100,000円 － 100,000円 108,000円

① 生活保護世帯

②
市町村民税所得割
非課税世帯

③
年収約270万円以上
年収350万円未満世帯

206,400円

④
年収約350万円以上
年収590万円未満世帯

265,800円

⑤
年収約590万円以上
年収700万円未満世帯

74,400円 325,200円 118,800円

⑥
年収約700万円以上
年収750万円未満世帯

74,400円 74,400円 118,800円 193,200円 250,800円

⑦
年収約750万円以上
年収910万円未満世帯

－ － 118,800円 118,800円 325,200円

(就学支援の状況)

区　　　　分
元年度

学費補助
支援額計 自己負担

0円

入学金

授
　
業
　
料

147,000円

396,000円48,000円
444,000円

＋250,800円

実

質

無

償

化

＋108,000円
実質

無償化

新規！

拡充！
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私立学校経常費補助 
                                                                  予算額 430億5,700万円 

１ 目 的 

  教育条件の維持向上、修学上の経済的負担の軽減及び学校経営の健全性の向上を図るため、私立学校の経常的な

経費や特色ある教育への取組みに対し補助する。 

２ 補助額の算定 

  補助の対象は、学校の運営に要する人件費、その他教育経費とし、学校の経常的経費に対する一般補助と特色あ

る教育を支援するための特別補助に分けて補助額を算定する。 

  補助額については、平成12年度から導入した標準的な運営経費を基準とする｢標準的運営費方式｣により算定する。

（補助率50％） 

(1) 一般補助                            420億2,271万円 

      ・高等学校                      209億8,603万円 

      ・中等教育学校                       6億4,162万円 

      ・中学校                        55億2,559万円 

      ・小学校                        25億7,911万円 

      ・特別支援学校                     5億5,833万円 

      ・幼稚園                       102億7,842万円 

      ・専修学校、各種学校                  14億5,358万円 

(2) 特別補助                            10億3,429万円 

ア 私立高等学校等教育改革推進費補助                5億  425万円 

     (ｱ) 目的 

教育振興基本計画や新学習指導要領を踏まえた特色ある取組みを推進するため、私立学校に対し補助する。 

     (ｲ) 主な補助対象事業 

       ・外国語教育の強化、新たな教育方法の開発、多様な職業体験 

・不登校生徒対策（高等学校） 

・体育活動・文化活動の推進（高等学校、中等教育学校） 

  イ 私立幼稚園等預かり保育推進費補助          3億7,503万円 

     (ｱ) 目的 

保育ニーズに対応するため、正規の教育時間前後及び休業日に、預かり保育を実施する幼稚園等に対し補

助する。 

     (ｲ) 補助対象事業 

         専任の担当教員を配置し、 

・課業期間中に年間を通じて継続的に開園日の半分以上の日数で実施 

・休業日（土日等）に年間を通じて継続的に19日以上実施 

・長期休業日に10日以上実施 

    ウ 私立幼稚園等地域開放推進費補助           1億5,500万円 

     (ｱ) 目的 

地域との連携を深めるため、保護者に対する教育相談事業や地域とのふれあい交流事業などを行う幼稚園

等に対し補助する。 

     (ｲ) 補助対象事業 

・子育て相談・教育相談事業、子育て講演会・セミナー等の開催事業、親子のふれあい交流事業（親子で

参加する教室、子育てサークル活動など)、園地・園舎の開放事業、地域とのふれあい交流事業 (外国人、

障害者、高齢者、地域住民との交流) 

 

○ 経常費補助以外の新たな私立学校への支援 

 ・ 新 学校連携観戦チケット関連事業費             318万円 

      東京2020大会の会場観戦を通してスポーツの素晴らしさを体験し、一生の財産として心に残る大会とす
るため、子どもたちに東京2020大会の観戦機会を提供する。 

 

問合せ先 

  福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課 課長  松尾 電話 045-210-3760 
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